
戸建住宅戸建住宅戸建住宅戸建住宅向け向け向け向けのののの液状化対策液状化対策液状化対策液状化対策工法工法工法工法についてについてについてについて    

    

戸建住宅向けの液状化対策工法に関しましては、東日本大震災の液状化被

害を踏まえ、被災された自治体や、建築学会、地盤工学会といった関連学会

の委員会、国交省等から多くの工法の提案がなされています。 

しかし、これらの対策工法については、 

・何処でも使用できる汎用工法は存在しない 

・圧密沈下対策と同様の仕様では必ずしも液状化対策にはならない 

ことに注意が必要です。 

上記を踏まえ、ここに掲載する対策工法につきましては、被災自治体毎の

対策方法や、国交省、関連学会からの情報等をそのまま掲載するものとし、

対象宅地の対策工法を立案する上での参考としてもらうこととしました。 

 今回のこの掲載の取り纏めの最終段階で、地盤工学会誌（Vol.62 No.6 

Ser.No.677）が発刊され、特集「住宅地の液状化対策技術の現状」の中で、

東京電機大学の安田教授が、総説「東日本大震災における住宅地の液状化対

策工法の開発」を執筆されております。一部転載しましたが最新の情報やよ

り具体的な内容を説明しているところもありますので、ご参照下さい。 

なお、対策工法の内容等についてお分りにくい点等があれば、遠慮なく当

社団宛てにご相談いただきますようお願い致します。 

 

１．１．１．１．復興交付復興交付復興交付復興交付金を活用した道路と宅地の一体的な金を活用した道路と宅地の一体的な金を活用した道路と宅地の一体的な金を活用した道路と宅地の一体的な液状化液状化液状化液状化対策対策対策対策    

  東日本大震災の復興交付金を活用した道路と既設宅地の一体的な液状化

対策工法については、「地下水位低下工法」と「格子状地中壁工法」の 2 工

法が現在、実施あるいは実施を検討されています。これらの対策の考え方に

関しては、今後の一体的な対策を取り纏めた、国土交通省「市街地液状化対

策推進ガイダンス」（平成 26 年 3 月；下記 HP）に詳しく示されています。 

http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_fr_000005.html 

なお、この液状化被害判定にあたっては、平成 25 年 4 月 1 日付けで国土

交通省の都市局長から都道府県知事等に対し、技術的助言として発出した

「宅地の液状化被害可能性判定に係る技術指針」により検討することにして

います。この技術指針の判定概要図を次頁に示しますが、想定している地震

動に関しては、震度 5 程度の中地震（マグニチュード 7.5、最大加速度 200gal）

を設定していることに留意が必要です。 

一方、新たに開発される道路と新設宅地の一体的な液状化対策については、

大規模更地（宅地）で従来から実施されているサンドコンパクションパイル

工法やグラベルドレーン工法が現状においても経済的かつ効果的と言えま

す。 

以下に、現在、各被災自治体が実施あるいは実施を検討している道路と宅

地の一体的な液状化対策を示しますので、ご確認下さい。 



国土交通省都市局「宅地の液状化被害可能性判定に係る技術指針」（平成25年4月1日）より転載



    (1)(1)(1)(1)市街地液状化対策事業の検討委員会毎の液状化対策工法検討状況市街地液状化対策事業の検討委員会毎の液状化対策工法検討状況市街地液状化対策事業の検討委員会毎の液状化対策工法検討状況市街地液状化対策事業の検討委員会毎の液状化対策工法検討状況    

液状化対策検討委員会を設置している 11 自治体についての液状化対策工

法の検討状況を、香取市検討委員会がまとめていますが、この抜粋を次頁に

示す。 

この表から分かるとおり、対策工法を絞り込んで検討を進めている自治体

を対策工法別に示すと次のようになります。 

 

地下水位低下工法を検討している自治体：潮来市、神栖市、久喜市 

格子状地中壁工法を検討している自治体：浦安市 

その他（締固め工法）を検討している自治体：我孫子市 

 

 



香取市液状化対策委員会の作成資料より転載



香取市液状化対策委員会の作成資料より転載



((((２２２２))))浦安市浦安市浦安市浦安市の液状化対策工法の液状化対策工法の液状化対策工法の液状化対策工法    

 浦安市では、浦安市液状化対策実現可能性技術検討委員会の検討結果を踏

まえ、「格子状地中壁工法」による対策を提案しています。検討結果の抜粋

は次のとおりですが、この詳細は、下記掲載の浦安市住民説明会資料の「宅

地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」を参照して下さい。 

 なお、この検討結果は、「浦安市で観測された東日本大震災と同程度の地

震」に対して液状化させないことを前提として纏めたものです。ここで言う、

同程度の地震とは、マグニチュード 9.0、地表面加速度 160gal 程度の規模

の地震で、巨大地震による中程度の揺れに相当します。 

www.city.urayasu.chiba.jp/secure/33824/purezenshiryo.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成（平成（平成（平成 24242424 年年年年 4444 月）月）月）月）より抜粋より抜粋より抜粋より抜粋転載転載転載転載    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．個別宅地の液状化対策２．個別宅地の液状化対策２．個別宅地の液状化対策２．個別宅地の液状化対策    

個別宅地の液状化対策工法については、被災自治体である東京都、浦安

市および地盤工学会がそれぞれ対策検討委員会を設けて検討を行ってき

ましたが、検討結果を踏まえ各種の対策工法を提案しています。以下、こ

の内容について、簡単にご紹介します。    

(1)(1)(1)(1)東京都東京都東京都東京都の液状化対策の液状化対策の液状化対策の液状化対策    

 東京都建築物液状化対策検討委員会の検討結果を踏まえ、東京都都市整

備局が作成した「液状化による建物被害に備えるための手引」（平成 25 年

3 月 28 日）の中に液状化対策が詳しく纏められています。 

www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2013/03/DATA/20n3si00.pdf 

この手引の中から、対策工法の考え方（種類）と対策工法名とを対比し

た表、具体的な対策工法を取り纏めた一覧表を、それぞれ抜粋して、以下

に示しますので、ご覧下さい。 

これらの表を見て分かるとおり、東京都の対策工法の設置深さについて

の考え方は、次のとおりです。 

 

【建築物の基礎で対応する工法】 

ベタ基礎：液状化しない深さまで基礎を下げる（液状化層が薄い場合） 

 小口径杭工法：液状化しない支持層に支持させ建物被害を抑制する。 

【地盤を改良して対抗する工法】 

深層混合処理工法：Ｎ値 10 以上の非液状化層に支持させ建物被害を抑

制する。 

 浅層混合処理工法：液状化層全体を改良する（液状化層 2m 以下の場合） 

 注入工法    ：液状化層の下端まで到達させる。 

            

    また、想定する地震動について、次のようにコメントしています。 

「ＦＬ値の算定に当たっては、通常、震度 5 強程度の地震動を想定する。

なお、より大きな震度 6 強以上の地震動を想定して検討することもあり、

この場合のＦＬ値は震度 5 強程度の地震動の場合と比べ 1.0 を下回り液状

化の可能性有りと判断されることが多くなる。」としています。 

        

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成 25 年年年年 3 月月月月 28 日）より日）より日）より日）より転載転載転載転載  
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個別宅地の液状化対策工法個別宅地の液状化対策工法個別宅地の液状化対策工法個別宅地の液状化対策工法 

東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成 25 年 3 月 28 日）より抜粋転載 東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成 25 年 3 月 28 日）より抜粋転載 東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成 25 年 3 月 28 日）より抜粋転載 東京都都市整備局｢液状化による建物被害に備えるための手引｣（平成 25 年 3 月 28 日）より抜粋転載 



((((2222))))浦安市浦安市浦安市浦安市の液状化対策の液状化対策の液状化対策の液状化対策    

 建て替え時（個別宅地）の液状化対策工法について、浦安市が被災自治

会説明会資料として作成した「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組

み」の中に詳しく纏められています。この資料から抜粋した対策工法を以

下に示しますが、対策工法の考え方(種類)と具体的な工法名は次のとおり

です。 

 

【家屋の沈下を抑制する工法】 

  柱状改良工法（支持層支持） 

  鋼管杭基礎回転埋設工法（支持層支持） 

【液状化の発生を抑制する工法】 

間隙水圧消散 ｸﾞﾗﾍﾞﾙﾄﾞﾚｰﾝ工法(大規模な更地での施工が必要) 

   密度増大工法 ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ工法(大規模な更地での施工が必要) 

ドライモルタル締固め工法(実用化検討段階) 

丸太打設締固め工法(実用化検討段階) 

   不飽和化工法(実証実験段階) 

 

  

 

            

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成 24242424 年年年年 4444 月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋    

    

 

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成 24242424 年年年年 4444 月）の月）の月）の月）の抜粋抜粋抜粋抜粋転載転載転載転載  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成 24242424 年年年年 4444 月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋転載転載転載転載 

 

 

 



 

＜検討結果の評価＜検討結果の評価＜検討結果の評価＜検討結果の評価のまとめのまとめのまとめのまとめ＞＞＞＞    

    

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成 24242424 年年年年 4444 月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋転載転載転載転載    

 

 「浦安市で観測された東日本大震災と同程度の地震」に対して、液状

化しても家屋の沈下が抑制されることを前提として纏めたものです。 

ここで言う、同程度の地震とは、マグニチュード 9.0、地表面加速度

160gal 程度の規模の地震で、巨大地震による中程度の揺れに相当しま

す。 

 

 

 

 

 

 

浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成浦安市住民説明会資料「宅地の液状化対策の考え方と今後の取り組み」（平成 24242424 年年年年 4444 月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋月）の抜粋転載転載転載転載 

  

  

 

    



(3)(3)(3)(3)地盤工学会関東支部発行「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」地盤工学会関東支部発行「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」地盤工学会関東支部発行「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」地盤工学会関東支部発行「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」    

  地盤工学会関東支部の「造成宅地の耐震対策に関する研究委員会」が

平成 25 年 5 月に纏めた当手引きの中において、新設と既設の個々の戸

建て住宅に適用できそうな対策工法として次の表に示す工法を挙げ、こ

れらの特徴と留意点を示しています。詳しくは、当手引きをご参照下さ

い。ただし、この対策工法の中には、アイデア段階のものや対策効果の

確認が十分になされていないものも含まれていることに注意が必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「液状化から「液状化から「液状化から「液状化から戸建て住宅を守るための手引き」戸建て住宅を守るための手引き」戸建て住宅を守るための手引き」戸建て住宅を守るための手引き」209p.,2013209p.,2013209p.,2013209p.,2013 よりよりよりより転載転載転載転載  

 

  また、この手引きには、今後の液状化対策工法の新たな方向性を示す

考え方が示されています。めり込み沈下量や傾斜角を目標値として設定

し被害を許容値以内にとどめる、所謂、性能設計の考え方を導入してい

るところです。 

この内容の要約が日経 BP 社のケンプラッツ建築･住宅（2013 年 7 月 1

日）に掲載されていますので、以下にご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

日経日経日経日経 BPBPBPBP 社のケンプラッツ建築･住宅（社のケンプラッツ建築･住宅（社のケンプラッツ建築･住宅（社のケンプラッツ建築･住宅（2013201320132013 年年年年 7777 月月月月 1111 日）より抜粋日）より抜粋日）より抜粋日）より抜粋転載転載転載転載  


